
公金の債権回収業務における
民間委託の活用に関する総務省の取組

総務省

行政管理局 公共サービス改革推進室
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本日の講演内容

地方公共団体における民間委託の推進に関する調査報告書
（平成28年1月）

↓
「第2章 公金債権回収業務における民間委託の活用」にて、
上記2点に加えてアンケート調査、ヒアリング調査を実施

→

地方公共団体の公共サービス
改革『公金の債権回収業務』
～官民連携にむけて～
（平成25年3月）

↓

地方公共サービス小委員会
報告書（平成26年3月）

↓

1.委託可能な範囲に関する整理

2.民間委託を活用することの有用性

4.アンケート調査
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3.試行自治体における公金債権回
収業務民間委託の実施結果



1.公金債権回収業務の委託可能な範囲に関する整理

第1回 地方公共サービス部会 （平成18年11月21日実施）
民間委託に関して、地方公共団体から検討要望があったことが報告された
→監理委員会、地方公共サービス部会で具体的な検討

第18回 官民競争入札等監理委員会 （平成19年2月14日実施）
「徴収分科会」を設置し、平成19年度から平成20年度にかけて意見交換やヒアリングを実施

第1回～第26回 地方公共団体との研究会 （平成19年～平成24年）
地方公共団体との意見交換を実施。先進的な民間委託の取組事例や実績の共有など、
公金債権回収業務における民間委託の、効果的かつ効率的な実施を検討。

平成25年3月
「地方公共団体の公共サービス改革『公金の債権回収業務』～官民連携にむけて～」

策定、公表 3



「地方公共団体の公共サービス改革『公金の債権回収業務』～官民連携にむけて～」

第1章 経緯、目的等

経緯、位置づけ、概要

第2章 現状

用語の定義、主な公金の滞納等状況、業務を取り巻く環境、制度等の整理

第3章 解決の方向性

公金の債権回収業務の流れ、担い手となり得る者、

公金の債権回収業務官民連携（案）、業務に係る留意点

第4章 今後の課題

第5章 まとめ

1.公金債権回収業務の委託可能な範囲に関する整理

第3章より、
担い手となり得る者（民間事業者）、公金の債権回収業務官民連携（案）
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担い手となり得る者：民間事業者

1.公金債権回収業務の委託可能な範囲に関する整理
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1.公金債権回収業務の委託可能な範囲に関する整理
公金の債権回収業務 官民連携（案）



2.民間委託を活用することの有用性

第96回 官民競争入札等監理委員会 （平成24年8月29日実施）

「地方公共団体の自主性及び自立性を尊重しつつ、競争の導入による公共サービスの改革
に関する措置」について調査検討を行うことが決定

第97回 官民競争入札等監理委員会 （平成24年10月1日実施）
公共サービスを担う民間市場の育成が指摘された

第99回 官民競争入札等監理委員会（平成24年11月12日実施）
公金の債権回収業務についての調査検討を、地方公共サービス小委員会にて実施すること
が決定

平成26年3月
「地方公共サービス小委員会報告書」を策定、公表
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「地方公共サービス小委員会報告書」

第1章 地方公共団体の公金債権回収関連

公金債権回収を民間委託する有用性

公金債権回収における現状

公金債権回収が進まない要因と課題

各地方公共団体における事例の紹介

第2章 地方公共団体の適正な請負（委託）事業推進関連

現行手引き作成から改訂までの経緯

民間事業者からの問合せ内容

第3章 資料編
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2.民間委託を活用することの有用性
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2.民間委託を活用することの有用性
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2.民間委託を活用することの有用性



＜事例1＞八尾市（大阪府）
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3.試行自治体における公金債権回収業務民間委託の実施結果①

対象債権：市営住宅使用料、駐車場使用料、共益費

目的・内容：市営住宅を退去した元入居者および保証人に係る滞納家賃に関する委託
①催告および収納業務
②債務者に係る調査業務
③納付相談業務等

委託先：弁護士および弁護士法人との共同事業体

入札方法：公募型プロポーザル

委託対象者：弁護士



• 委託実績（平成26年4月～12月） 対象者63名

全額納付（完済）：7名

一部納付：12名

現金回収：19名

分納合意：12名

• 委託料 成功報酬（いずれも別途消費税を加えた額）

①現金回収額の40.0%

②回収不能事案における1件あたりの報告書作成額として、5,000円

• 委託先への情報提供

滞納者：氏名、生年月日、退去日、退去住宅、返還駐車場、滞納期間、滞納額等

保証人：氏名、住所、生年月日等

• 実施効果

弁護士名で催告することで、退去滞納者からの債権回収額が大きく増加 12

3.試行自治体における公金債権回収業務民間委託の実施結果①



＜事例2＞栃木県
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3.試行自治体における公金債権回収業務民間委託の実施結果②

対象債権：栃木県立病院の診療料金等

目的・内容：専門的ノウハウ等を有する者を活用して未収金額の縮減を図る
1年を経過しても分納等に応じない未納者を対象
①弁護士法人に所属している弁護士連名での催告書の送付
②反応があった者への納付相談
③弁護士法人名口座への入金又は分納合意書の徴求等の裁判外の事務

委託先：弁護士法人

入札方法：公募型プロポーザル

委託対象者：弁護士（法人）



• 委託実績（平成25年8月～平成26年3月） 対象者27名

全額納付（完済）：27名

現金回収：27名

• 委託料 成功報酬（別途消費税を加えた額）

現金回収額の30.0%

• 委託先への情報提供

滞納者および連帯保証人

氏名、生年月日、住所、生存の有無、電話番号、未収金額、

当該未収金に係る診療日、時効期間の関係

• 実施効果

①現金回収率の向上（0%→5.0% 5ポイント増）

②弁護士連名で催告することで、病院に未納者の問合せが有り 14

3.試行自治体における公金債権回収業務民間委託の実施結果②



4.アンケート調査
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＜課題＞

近年の地方公共団体の厳しい財政状況及び公務員の人員削減を背景に、公共
サービスの実施を包括的に民間に委託するニーズの高まり。
・民間委託の方法や民間事業者に業務を引き継ぐ方法は？
・民間事業者が市場での競争により業務改善の方法を取り込むには？
・より一層の公共サービスの質の向上やコスト削減を実現するには？

＜調査内容＞
①地方公共団体が民間委託を望む分野の把握
②民間委託を阻害する理由の把握
③課題解決に資する事例の収集
④今後の取組の方向性



4.アンケート調査
＜概要＞

• 調査対象 全市区町村（1,741市区町村）

• 調査期間 平成27年8月から平成27年9月まで

• 実施方法

①担当者へExcel形式の調査票を添付した電子メールを送信

②電子メールで回答を受領

• 回収状況 1,352市区町村（回収率：約77.7%）

• 公金債権回収業務に係る収集データ

①債権監理の一元化の実施状況について

②一元化の対象債権

③民間委託の実施状況について

④業務効率化についての取組事例

⑤業務効率化についてのアイディア、国への要望等
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4.アンケート調査
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①債権監理の一元化の実施状況について
②一元化の対象債権



4.アンケート調査
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③民間委託の実施状況について

*特に、上下水道料金の回収を委託

している地方公共団体が多く、検針
業務と一体的に委託している事例が
多かった。



４．アンケート調査
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④業務効率化についての取組事例

→類型化を行った結果、5つの取組が多かった

・地方公共団体間の連携による公金債権回収の実施 47団体

・公金債権回収の一元化・共有化 37団体

・民間委託の活用 25団体

・利便性向上による納付促進 21団体

・条例設置等による回収ルールの明確化 13団体

⑤業務効率化についてのアイディア、国への要望等

・債権管理一元化のための全公金債権に係る情報共有化の実現 28団体

・非強制徴収公債権及び私債権に対する権限の拡大 19団体

・取組事例集の公表 10団体



①地方公共団体間の連携による公金債権回収の実施
近隣の地方公共団体と連携した回収体制を構築

10を超える自治体が一部事務組合等を設立し、職員が相互に徴税吏員の身分
を併せ持ち、協働して滞納整理に取り組む

②公金債権の一元化・共有化
所管課それぞれが管理・回収するのではなく、一元化または情報を共有化

公金債権を有する各所管課が集う会議を定期的に持つことで、お互いの情報
共有を行い、必要に応じた連携を図っている

③民間委託の活用
コールセンターへの委託による電話対応負担の軽減、徴収業務への注力

弁護士への委託による困難案件の進捗実現
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４．アンケート調査（類型化）



④利便性向上による納付促進

コンビニエンスストア等での納付による場所の増設や土日祝及び夜間対応な
どの対応時間拡大

クレジットカードやペイジー等の支払い方法の拡充、

弁護士やファイナンシャル・プランナーによる納付相談機会の設置等

⑤条例設置等による回収ルールの明確化

地方公共団体ごとに考え方を整理して、回収ルールを明確にした条例やマニュ
アルを整備
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４．アンケート調査（類型化）



参考資料URL

①地方公共団体の公共サービス改革『公金の債権回収業務』～官民連携にむけて～

http://www.soumu.go.jp/main_content/000464569.pdf

②地方公共サービス小委員会報告書
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/koukyo_service_kaikaku/chiiki/ho
ukoku/chihou.html

③地方公共団体における民間委託の推進に関する調査報告書

本編1 http://www.soumu.go.jp/main_content/000446449.pdf

本編2 http://www.soumu.go.jp/main_content/000446449.pdf

資料編（抜粋） http://www.soumu.go.jp/main_content/000446451.pdf

概要版 http://www.soumu.go.jp/main_content/000446452.pdf
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